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【１.基本情報】

１７

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

15

218

217

142
令和４年度決算額（千円）

142

0

0
0

217

0
0

0

0

令和２年度決算額（千円）

0

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

0

0
0

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

88 88

0

収入内訳

計（D）=B+C

218

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 保健衛生部 担当課名

誰に

ゴルフ場周辺飲料水残留農薬検査委託事業

生活衛生課

実施方法

市内３ゴルフ場のうち選定した２施設および、それぞれの周辺井戸

開始・終了年度

ゴルフ場で使用している農薬（除草剤、殺虫剤、殺菌剤）が周辺飲用井戸に及ぼす影響を監視
し、市民が利用する飲用井戸の安全確保に努める。

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

委託（民間） 補助等の種類 実施主体 水質検査事業者

平成

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） ―

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

地下水流向を考慮しゴルフ場周辺から選定した井戸使用施設から、水を採取し、ゴルフ場で使
用している除草剤・殺虫剤・殺菌剤について、各１農薬ずつ３項目の検査を順次実施する。
検査は、検査機関に業務委託する。

人日（人）

市内ゴルフ場が使用した農薬の地下水への混入の有無

井戸水２検体について、ゴルフ場が実際に使用した除草剤・殺虫剤・殺菌剤の３農薬を検査

1040080

00 0

4

0

001番号

 　岐阜市ゴルフ場環境管理指導要綱　（ゴルフ場管理協定書）

0 0

12744

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

15

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

129

88 88

委託料

0

88 88

00

15

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

130

令和４年度決算額（千円）

0

0

130正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

0
令和３年度決算額（千円）

0

0

127

0

1294

0

44

0

事業評価シート(令和４年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 ゴルフ場周辺地下水利用者 ゴルフ場周辺地下水利用者 ゴルフ場周辺地下水利用者

受益者数 0 0 0

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 0 0 0

活動指標名 残留農薬検査実施件数 単位 件

成果指標名 検査農薬数 単位 項目
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 2 2 2
実績値 2 2 2

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

ゴルフ場周辺の地下水の状況を継続的に監視していく必要がある。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

ゴルフ場使用農薬に起因する健康被害を防止するとともに、周辺住民
の安心を担保するため必要な事業である。

類似事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

ゴルフ場周辺住民の健康被害防止に資する事業である。
市がゴルフ場周辺地下水の農薬混入状況を監視することは、事業者
の不適正な農薬使用を抑止する効果がある。

岐阜市ゴルフ場環境管理指導要綱第4条に規定する市と各ゴルフ場
事業者との協定に基づき市が実施する事業である。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

中
検査を継続してきたことから、検査結果はすべて基準値以下となって
いる。

岐阜市ゴルフ場環境管理指導要綱第4条に規定する市と各ゴルフ場
事業者との協定に基づいて実施する必要な事業（協定書第6条）であ
る。

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
高

ゴルフ場が適切な農薬の使用を怠ると、地下水汚染が生じることから、
社会的影響が大きいため、監視を継続する必要がある。

目標値 6 6 6
実績値 6 6 6

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）



＿
【１.基本情報】

２３

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(令和４年度事業評価用)

令和４年度決算額（千円）

0

0

1,300正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 192

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

0
令和３年度決算額（千円）

0

0

1,272

0

1,29240

0

4040

0

1,040

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

1,484

858 1,116

補助金

0

858 1,116

00

1,040

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

1,492

1040080

19240 40

80

40

002番号

　岐阜市飼い主不明な猫不妊手術費補助金交付要綱

0 0

1,4728080

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

200

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） ―

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

飼い主不明な猫に不妊手術を受けさせる市民に対し、その費用の一部（オス4,000円メス6,000
円）を補助する。

人日（人）

飼い主不明な猫の不妊手術費の一部（上限：オス4,000円メス6,000円）

飼い主不明な猫　約175匹（オス25匹 メス150匹）

事 業 名

担当部名 保健衛生部 担当課名

誰に

飼い主不明な猫不妊手術費補助金交付

生活衛生課

実施方法 その他補助金

飼い主不明な猫に不妊手術を受けさせる市民

開始・終了年度

飼い主不明な猫の増加（出生数）を抑制し、飼い主不明な猫の糞害等による生活環境の悪化を
軽減するとともに、保健所における猫の殺処分数を抑制し、動物愛護の推進を図る。

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

補助等 補助等の種類 実施主体 飼い主不明な猫に不妊手術を受けさせる市民

平成

0

令和４年度決算額（千円）

0

1,040

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

858 1,116

1,116

収入内訳

計（D）=B+C

2,350

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

1,040

1,492

2,600

1,472
令和４年度決算額（千円）

2,512

0

858
0

1,484

1,040
0

0

1,116

令和２年度決算額（千円）

0

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

858

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
高

本事業は、飼い主不明な猫の不妊手術措置を行う市民に対し一定の
支援を行うものであり、地域の飼い主不明な猫の繁殖を抑制する効果
が期待されることから、地域住民（市民）が受益者となり、公益的な事業
であると考える。

目標値 300 290 270
実績値 315 286 231

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ○（達成） ○（達成）

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

保健所での猫の引取り数、路上等で死亡した猫の回収数ともに平成２
３年度数値から減少していることから、本事業の実施が、飼い主不明な
猫の増加の抑制につながっていると評価できる。
今後も、市民のよりよい生活環境を維持するため、市中に飼い主不明
な猫が増えないよう事業の継続が必要である。
飼い主不明な猫の不妊手術の実施は短期間で行うことが効果的であ
ることや、近年申込数が増加傾向にあることから、事業拡大が必要であ
る。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

市民から飼い主不明な猫による糞害等の相談が多く寄せられている。（猫侵入
防止装置貸出し210件、　引取り数231匹）近年、飼い主不明な猫の不妊手術
措置を行う市民が増加しており、予定数を超える補助金の申込があった。

類似事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

猫の不妊手術費用（オス約2万円、メス約2万4千円）の約1/4負担で将
来的に飼い主不明な猫が減少されるため効果があると考える。

動物愛護センターの設置に伴って手術設備を設けた自治体もあり、今
後、これらを参考に効果的な手法について検討していく。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

高

期待した効果が得られた。
保健所が引取りする猫の数が減少
（平成23年度：509匹⇒令和4年度：231匹 約55％減）
路上等で死亡した猫の回収数も減少
（平成23年度：2,107匹⇒令和4年度：1,071匹　約49％減）
＊死亡した猫の回収は環境一課が実施

飼い主不明な猫による糞害等を軽減するためには、繁殖制限（不妊手術）は
有効であり、自己負担により、飼い主不明な猫に不妊手術を受けさせる市民を
支援することは、市として必要なことである。

成果指標名 飼い主不明な猫引取り数 単位 件
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 175 175 175
実績値 166 212 203

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 4 4 4

活動指標名 補助金交付件数 単位 件

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 市民 市民 市民
受益者数 408,109 406,407 402,965



＿
【１.基本情報】

２５

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(令和４年度事業評価用)

令和４年度決算額（千円）

0

0

21,613正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 240

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

452
令和３年度決算額（千円）

ペットフード・ペット
シーツ・薬等

センター光熱費

0

520

21,147

520

21,480665

5,356

665665

1,147

4,307

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

27,076

11,862 10,966

畜犬管理センター
管理委託料

430

4,705 4,307

1,097810

12,343

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

27,209

1040080

24050 50

1,235

50

003番号

「狂犬病予防法」「動物の愛護及び管理に関する法律」
「岐阜市市民と動物の共生社会の推進に関する条例」他

520 5,252

26,6491,2351,235

5205,356

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

250

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） ―

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

野犬の捕獲、迷い犬や負傷した猫の保護、飼えなくなった犬猫の引取り
収容した犬猫の飼養管理、譲渡の推進
不適切な動物飼養に関する相談、啓発・指導
動物愛護の推進・啓発

人日（人）

所有者明示等犬猫の適正飼養及び動物愛護の啓発を行い、犬猫の収容頭数削減を図るとともに、収容し
た犬猫の返還および譲渡の推進を行う。

犬猫の引取頭数について、平成16年度（1,359頭）を基準値とし、令和5年度までに25％（340頭）に削減。
＊岐阜県動物愛護管理推進計画の目標値を適用。

事 業 名

担当部名 保健衛生部 担当課名

誰に

動物愛護

生活衛生課

実施方法

岐阜市民

開始・終了年度

狂犬病の予防を図るとともに、動物愛護を推進し、市民と動物の共生に配慮するために正しい
知識の普及を図り、適正な動物の管理及び動物による人の生命、身体および財産に対する侵
害を防止し、市民と動物が共生する社会を実現する。

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

その他 補助等の種類 実施主体 岐阜市、畜犬管理センター運営事業者

昭和

0

令和４年度決算額（千円）

0

12,343

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

11,862 10,966

10,966

収入内訳

計（D）=B+C

39,071

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

12,343

27,209

38,042

26,649
令和４年度決算額（千円）

38,992

0

11,862
0

27,076

12,343
0

0

10,966

令和２年度決算額（千円）

0

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

11,862

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
高

本事業は、市民に適正飼養等の指導、啓発を行うとともに、動物に関
する考え方、価値観の違う人が相互に理解し、市民と動物が共生する
社会を実現を目指す、公益性の高い事業である。

目標値 54 53 52
実績値 49.2 30.0 26.8

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

本事業は法令に基づき実施するものであるが、殺処分率（アウトカム指
標）が減少傾向にあることから一定の評価ができるものである。
今後、収容動物の飼養環境の向上や、事業の効率化を図るため、市
の動物愛護の拠点等、統合的な本事業のあり方について、他自治体
を参考に検討していく必要がある。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

動物愛護への関心が高まるなか、行政に殺処分０の取組みや収容動物の福祉が求めら
れるようになった。引受け先がない犬猫は、譲渡が決まるまで長期間収容する必要があ
るため、収容能力、飼養環境の向上のほか飼養に必要な経費を確保していく必要があ
る。

類似事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

畜犬管理センターの管理、猫の収容等の一部を委託化、犬の保護等
に係る人員については任用職員化するなど、これまでに合理化を図っ
てきた。今後は、飼養環境とのバランスを考慮し業務の質の向上を図
る必要がある。

現在、動物愛護事業は、保健所生活衛生課とは別に畜犬管理セン
ターで動物の飼養管理を実施しており、非効率的な体制である。他自
治体への調査結果では、動物愛護センターを設置して、譲渡のための
馴化訓練の充実や不妊手術等を行う中核市もあり、これらを参考に効
率的な手法を検討していく。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

中

犬猫の譲渡の推進により、殺処分率の減少効果が得られている。
殺処分率の減少　　平成19年度：64.6％　→　令和4年度26.8％
＊殺処分率＝（殺処分数＋死亡数）／（返還数＋譲渡数＋殺処分数
＋死亡数）

中核市は引き取った犬猫の返還や譲渡に努めるよう「動物の愛護及び管理に関する法
律」で定められているため、市が取り組む事業である。畜犬管理センターの施設管理、
収容した犬猫の管理業務については、事業委託している。

成果指標名 犬猫殺処分率 単位 ％
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 501 447 394
実績値 486 477 367

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 67 67 66

活動指標名 犬猫の収容数 単位 頭

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 市民 市民 市民
受益者数 408,109 406,407 402,965


